
 

 

関西 食の「わ」プロジェクト実施要綱 

 

 

制定５近経第 1370 号  

令和６年３月 14日 

 

改正 令和６年８月 23日 ６近経第 615号 

 

１ 目的 

関西地方では、古くから商業や物流の発達とともに、全国から様々な食材が集ま

り、地域ごとの特性を活かしながら多様で豊かな食文化が形成されてきた。 

このような関西の食や食文化の次世代への継承と、これを生み出す農林水産業、

食品産業の振興を図ることを目的とし、企業、団体、個人等がこれらを国内外に発

信する取組を推進する。 

 

２ 実施主体 

  農林水産省 近畿農政局 

 

３ 認定要件 

関西の食や食文化を広く国内外へ情報発信（食や食文化に関する体験の提供を含

む。）する取組であって、別途定める「関西 食の「わ」プログラム募集要領」（以下

「募集要領」という。）に基づき募集の開始時点で既に開始されている又は募集の

開始から令和７年 12月 31日までの間に国内外に広く認知されるために十分な活動

が行われていると認められる計画を有し、かつ以下の全ての要件を満たす活動を関

西 食の「わ」プログラムとして認定する。 

募集開始前から継続している活動及び認定期間終了後も継続する活動であって

も認定期間は、４に定める認定期間内とする。なお、募集期間終了後に新たに開始

する活動については、認定の対象としない。 

（１）関西ならではの食材、伝統食、郷土料理、特産品、食文化を広く国内外へ発信

するプログラムであること。なお、当該プログラムの達成に向けた活動を自ら

主体的に実施するほか、他者が行う活動を支援する活動（後援、協賛、個人の

活動を団体が応援する場合など）を含む。 

（２）食や食文化の保護・継承のための工夫を取り入れた活動であること。 

 

４ 認定期間 

認定時から令和７年 12月 31日までの間とする。 

 

５ プレミア関西 食の「わ」プログラムの選定 

関西 食の「わ」プログラムのうち、特に意欲的かつ活発な活動を「プレミア関西 

食の「わ」プログラム」として表彰（近畿農政局長表彰）する。 

表彰は別途定める「関西 食の「わ」プログラムの表彰に関する規程」に基づき実

施する。 

  なお、表彰の情報については、近畿農政局のホームページに掲載する。 

 



 

 

６ 認定等の取り消し 

次の各号に該当する場合は、認定・表彰を取り消すことができる。 

（１）申請した内容に虚偽があることが判明した場合 

（２）認定後に、認定に係る要件を満たさなくなった場合 

（３）関西 食の「わ」プログラムとして認定された活動の継続が困難となったとし

て取消の申請があった場合 

（４）関西 食の「わ」プログラムの応募や実施等に当たり、各種法令等に違反した場

合 

（５）近畿農政局が不適切と判断する場合 

 

７ 審査及び公表 

認定にかかる審査は、別途定める「関西 食の「わ」プログラム認定委員会設置要

領」に基づき実施する。 

なお、審査の結果、認定されたプログラムは、近畿農政局のホームページにプロ

グラム内容を掲載することとし、もって認定結果の公表に置き換えるものとする。 

 

８ 認定証の交付 

  認定証（別記様式）の交付は、近畿農政局からのメールの送付をもって行う。 

  なお、認定期間中、認定者の求めに応じて一度限り、認定証の交付を紙媒体で行

うことができるものとする。（紙媒体は郵送で送付する。） 

  認定証の不適切な利用が認められる場合は、認定等を取り消すことができる。 

 

９ 実績報告 

  認定を受けたプログラムの団体等は、活動の終了後又は認定期間終了後１か月以

内に、募集要領の「関西 食の「わ」プログラム実績報告書（別記様式第３号）」に

より、実績報告の提出を行うものとする。 

 

10 関西 食の「わ」プログラム認定に対する近畿農政局の取組 

  以下の情報発信等を実施することとする。 

（１）近畿農政局独自のソーシャルメディアやホームページ等で情報発信を行う。 

（２）近畿農政局消費者の部屋（消費者向けの局内外での展示）や近畿農政局主催イ

ベント等で積極的に関西 食の「わ」プログラム認定等の紹介や PRを行う。 

（３）大阪・関西万博「TEAM EXPO 2025」共創パートナー（※）として、万博と一体

となった効果的な発信を行う。 

※大阪・関西万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイン」を実現

し、SDGsの達成に貢献するため、多様な参加者が主体となり、理想としたい

未来社会を共に創り上げていくことを目指す取組。 

 

11 事務局 

 近畿農政局経営・事業支援部食品企業課内に事務局を設置し、本事業に関する事

務を行うものとする。 

 

12 その他 

 この要綱に定めのないものについては、別途定める。 
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